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① ６５歳以上被保険者数の推移

･･６５歳以上の被保険者数は、９年で約６７３万人（３１�）増加。

② 要介護（要支援）認定者数の推移

･･要介護認定を受けた者は、９年で約２倍強に。特に、要支援・要
介護１の認定者が大幅に増加。（９年で１���増）

介護保険��の����

認定� １�� １��５� １６�５� １６�５�

【出典】厚生労働省老健局資料

①����������������������
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※１ 受給者数は、平成２１年度介護給付費実態調査（平成２１年１０月審査分）による。

なお、月の途中で要介護から要支援（その逆も同じ）に変更となった者を含む。

※２ 第１号被保険者数は、28,050,568人（平成２０年１２月末）【出典】介護保険事業状況報告

※３ 要介護認定者数は、4,644,359人（平成２０年１２月末）【出典】介護保険事業状況報告

�なサービスの受給者数

受給者数（千人）
第１号被保険者数に

占める割合

要介護認定者数に

占める割合

居宅サービス（予防込み） 2936.1 10.47% 63.22%

うち訪問介護（予防込み） 1186.2 4.23% 25.54%

うち通所介護（予防込み） 1268.0 4.52% 27.30%

地域密着型サービス（予防込み） 248.4 0.89% 5.35%

うち認知症対応型共同生活介護
142.8 0.51% 3.07%

（予防込み）

施設サービス 847.2 3.02% 18.24%

うち介護老人福祉施設 433.6 1.55% 9.34%

うち介護老人保健施設 323.5 1.15% 6.97%

うち介護療養型医療施設 93.1 0.33% 2.00%

合 計 3934.9 14.03% 84.72%
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介護保険施設等の概要

（注1） 有料老人ホーム、軽費老人ホーム、養護老人ホーム及び適合高齢者専用賃貸住宅については、特定施設入居者生活介護（地域密着型含む）として指定を受ければ介護保険の対象となるが、
指定を受けていない介護保険適用外の施設も存在するため、施設数及び定員数について（ ）内に介護保険の指定を受けていないものも含めた総数を記載している。

（注2） 認知症高齢者グループホームについては定員数ではなく利用者数を記載している。
（注3） なお、高齢者専用賃貸住宅全体の戸数は29,766戸（平成20年度末時点）である。
（注4） 養護老人ホームは措置施設であることから、特定施設入居者生活介護は「外部サービス利用型（2.6万円）」のみ。
【出典】 施設数、定員数（利用者数）については、有料老人ホーム、軽費老人ホーム及び養護老人ホームは厚生労働省「介護給付費実態調査」（平成20年10月審査分）及び

同「社会福祉施設等調査」（平成20年10月時点）、適合高齢者専用賃貸住宅については厚生労働省老健局高齢者支援課調べ（平成21年7月1日時点）。
それ以外については同「介護サービス施設・事業所調査」（平成20年10月１日時点）。

施設名称
（関連法）

特別養護
老人ホーム

（老人福祉法）
老人保健施設

介護療養型
医療施設
（医療法）

認知症高齢者
ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ

（老人福祉法）

有料老人
ホーム

（老人福祉法）

軽費老人
ホーム

（老人福祉法）

養護老人
ホーム

（老人福祉法）

適合高齢者
専用賃貸住宅

（高齢者住まい法）

介護保険法
上の類型

介護老人
福祉施設

介護老人
保健施設

介護療養型
医療施設

認知症対応型
共同生活介護

特定施設入居者生活介護

基本的性格
要介護高齢者の
ための生活施設

要介護高齢者が
在宅復帰を目指
すリハビリテーショ
ン施設

重医療・要介護
高齢者の長期療
養施設

認知症高齢者の
ための共同生活
住居

高齢者を入居させ
食事の提供等を行
う施設

無料又は低額な
料金で入居する高
齢者のための生
活施設

環境・経済上の
理由により支援
が必要な高齢者
を養護する施設

特定施設入居者生活
介護の対象施設とな
りうる高齢者専用賃
貸住宅

施設数（注1） 6,198 3,500 2,252 9,292
2,278

（ 3,400 ）

347

（2,095）

393

（964）

35

(403)

定員数（注1） 422,703 319,052 99,309
132,069

（注2）

83千

（ 176,935 ）

8千

（88,059）

10千

（66,239）

1,181(戸)

(11,026(戸))（注3）

設置主体

となる法人

社会福祉

法人等
医療法人、社会福

祉法人等
医療法人等

制限なし

（営利法人も可）

制限なし

（営利法人も可）

社会福祉

法人等

社会福祉

法人等

制限なし

（営利法人も可）

介護報酬月額

要介護１～５

ユニット型個室

20.3～28.6万円

ユニット型個室

24.8～31.2万円

ユニット型個室

24.2～40.6万円
25.3～27.4万円 17.4～25.9万円 17.4～25.9万円 2.6万円（注４） 17.4～25.9万円

施設整備費

補助等

広域型（30床
～）： 都道府県
一般財源

地域密着型（～
29床）：市町村へ
の交付金（2千万
円／ユニット）

広域型（30床
～）： 都道府県一
般財源

小規模（～29
床）： 市町村への
交付金 （2千5百
万円/施設）

-

市町村

への交付金

（1千5百万円/施
設）

-

※ケアハウスのみ
が対象

広域型（30床
～）： 都道府県一
般財源

地域密着型（～
29床）： 市町村へ
の交付金 （2千万
円／ユニット）

都道府県

一般財源
-
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（単位：万人）

※年齢階級別要介護認定率を一定と仮定して機械的に試算したもの。
※「指数」は、2009年を100とした場合の各年の人数比である。

（参考）

2009年 2015年 2025年 2035年 2045年 2055年

総人口 （①） 12,740 12,543 11,927 11,068 10,044 8,993

指数 100 98 94 87 79 71

65歳以上人口 （②） 2,899 3,378 3,635 3,725 3,841 3,646

指数 100 117 125 128 132 126

要介護認定者数（③） 456 576 755 877 894 922

指数 100 126 165 192 196 202

2009年 2015年 2025年 2035年 2045年 2055年

老年人口割合 （％） （②/①） 22.8 26.9 30.5 33.7 38.2 40.5

認定率（％） （③/②） 15.7 17.1 20.8 23.6 23.3 25.3

【出典】厚生労働省老健局資料




